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2016 年の国民 1 人当たり GDP は，2,408 ドルであ
り，後発開発途上国に位置づけられている 2。ラオス
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・ポンセ ナー博士，2005 年 8 月撮影 
 
はじめに 
 ラオス人民民主共和国（以下，ラオス）は東南アジアに位置し，人口約 650 万人の内陸国であ
る。2016 年の国民の 1 人当たりGDP は，2,408 ドルであり，後発開発途上国に位置づけられてい









































































1 年次，2 年次を学んだ。当時，ラオスの教育制度は，主にフランス語で授業が行われ，1893 年
から 1965 年までは，フランスの教育制度と同じだった。6，7 歳になった児童は小学校に入学し
て 5 年間勉強し，中学に進学する学生は小学校の卒業後に準備コースでさらに 1 年間学ばなけれ
ばならなかった。中学校は 4 年制で，フランス人の教員によりフランス語で教育が行われていた。






























泊りしながら中学 1 年次，2 年次を学んだ。当時，ラオス
の教育制度は，主にフランス語で授業が行われ，1893 年
から 1965 年までは，フランスの教育制度と同じだった。6，
7 歳になった児童は小学校に入学して 5 年間勉強し，中学
校に進学する学生は小学校の卒業後に準備コースでさら
に 1 年間学ばなければならなかった。中学校は 4 年制で，
フランス人の教員によりフランス語で教育が行われてい















































































































ン・サスーリット内閣は，1955 年 12 月に，パテート・ラーオ支配下にある 2 つの県を除く 10
の県で選挙を行ったが，国際監視委員会から承認されなかった。1956年3月に再度成立したスヴァ
ンナプーマー内閣とパテート・ラーオの代表であるスパーヌヴォンが交渉し 27，1957 年 11 月 2




































































































め，1959 年に再び内戦が始まった 30。1960 年 4 月には，左派を除いて行った国民議会議員選挙





















































　1961 年に，フイは，サヴァンナケートで 1 回目の
結婚をした。そして，1962 年に，アメリカ政府の招
聘で，アラバマ州マックスウェル空軍基地にある空
軍大学航空士官学校（Squadron Officer School, Air 
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1962 年 6 月にジャール平原の会談で最終合意に達し，スヴァンナプーマーが首相，スパーヌヴォ
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　＜ 1960 年代に入り，ラオスの政治状況は，さらに混迷していった。1961 年からジュネーブで
ラオス問題に関する 14 カ国会議が開催され，1961 年 6 月にはチューリヒでスヴァンナプーマー，
ブン・ウーム，スパーヌヴォンといった三派の代表者による会議が行われ，連合政府の樹立が合
意された。その後，ヒーンフープ，ジャール平原，ヴィエンチャン，ジュネーブでの会談を経て，
1962 年 6 月にジャール平原の会談で最終合意に達し，スヴァンナプーマーが首相，スパーヌヴォ
ンとプーミー・ノーサヴァンが副首相を務める第二次連合政府が成立した 35。しかし，中立派内
部でコーンレー将軍と副官のデューアン大佐の間で対立が生じ，1963 年 4 月に中立派の有力政
治家であったキニムが暗殺されると，左派のスパーヌヴォンとプーミー・ヴォンヴィチットはカ
ンカイへ引き揚げてしまい，連合政府は再び崩壊した。その後，ラオス王国政府内ではクーデター
が立て続けに起こった。1964 年 4 月に，国家警察長官のシーホー将軍と第 5 軍区司令官のクー













































































































のベトナム戦争に関する和平会談の進展の影響を受けて，1972 年 10 月からラオスに関する和平
会談が行われた。そして，1973 年 1 月のベトナム和平協定の締結にともない，ラオスについても，
「ラオスにおける平和回復と民族和合の達成に関する協定」が調印され，連合政府と政治諮問評



















































　1975 年 3 月，フイは，アメリカ軍の招聘により，イリノイ州中央軍資材管理センターで行わ
れた空軍装備供給と軍事補給物資発注に関する研修に参加した。研修期間は 3 カ月間だったが，










































　フイは，カムウアン将軍の説得に応じ，1975 年 10 月 24 日に家族をヴィエンチャンに残した
まま，再教育に参加する最後の一団に加わり，ロシア人が運転する小型飛行機に乗って，当時，
ラオス愛国戦線の本部があったヴィエンサイに向かった。そして，ヴィエンサイから 5 キロ離れ




理論を 2 カ月から 3 カ月にわたって学習した。その後，さらに各グループに分かれてアンナン山
脈の方へ移り，そこで茅葺のための草を刈り取ってエート郡から 2 ～ 3 キロ離れたエート川沿い




















































　フイが所属していた再教育キャンプは，1976 年から 1988 年までの間に移動を繰り返した。











政策を行った。しかし，党第 2 期中央執行委員会第 7 回総会（1979 年）から徐々に方針を転換
し，1986 年 11 月に開催した第 4 回党大会において，経済管理メカニズムの改革と諸外国との経
済協力を進める刷新路線（ネオターン・ピアンペーン・マイ）が採択された 45。それに伴って，
ラオスでの法整備が本格化し，1989 年に憲法の制定を目的とする第 2 期最高人民議会が選出さ
れて刑法をはじめとする立法作業が開始されたほか，1989 年に党政治局により憲法起草委員会

























う に な る と， フ イ は
大臣顧問に任命され，






















整備支援を積極的に受け入れるようになった 49。1991 年からは国連開発計画（UNDP），1992 年
にはスウェーデン国際開発協力庁（Sida）が技術支援を行い，1998 年からは日本もラオス人法





































































































ニー大学機構（L’Agence universitaire de la Francophonie: AUF）の支援により法律政治学部内で開講
されているフランス語による法学教育で教員を務め，憲法，比較裁判制度，さらに国際経済調停
（2007 年まで），比較民法（2007 年以降）の科目を担当した。また，AUF によるフランスとの大
学間交流にも貢献した57。 
その他に，フイは 2002 年に自らの法律顧問会社（OLE Company Limited）を設立し，フランス
の法律顧問会社であるVovan & Associés と協力して活動し，現在は，独立して運営を行っている。
また，ラオス水道公社の法律顧問を務めたこともあり，現在は，フランス大使館，ドイツ大使館
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功労勲章，歴戦軍人勲章を授与された。現体制では，第 2 等勝利勲章，第 3 等勝利勲章，労働勲












考察した。この中で浮かび上がってきたこととして，次の 4 点を指摘できる。 
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考察した。この中で浮かび上がってきたこととして，次の 4 点を指摘できる。 
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が決定され，1955 年 3 月にラオス人民党が結党された。1972 年に開催された第 2 回党大会において，
党名がラオス人民革命党に変更され，1975 年 12 月にラオス人民民主共和国が樹立されたことにより政
権党となって，現在に至っている（瀬戸 2003: 101-104）。マルクス = レーニン主義およびカイソーン思
想を党の思想理論の基礎とし，社会主義の目標を実現するために人民民主主義体制を建設することを党
の活動目標としている（Lao PDR, Phak Pasāson Pativat Lāo 2016b）。
4 1983 年にシャム・フランス講和条約が締結され，シャム（タイ）が宗主国であったラーオ族居住地域
の一部をフランスの勢力圏とすることが定められ，1899 年にフランス領インドシナ連邦の一部として
編入された（上東 1990: 92, 93）。しかし，第二次世界大戦後の 1947 年にラオス王国憲法が制定され，
1949 年にラオス・フランス独立協定が締結されて，フランス連合の枠内でのラオス王国の独立が承認
された（菊地 2003: 161）。




6 1979 年時点の政府職員の教育レベルは，小学校卒が 60％を占め，中学校卒は 25％，高校卒は 3.5％を
占めるに過ぎなかった。1984 年になっても，地方党幹部の半数近くが小学校卒レベルであった（瀬戸 
2015: 72, 77）。
7 1975 年から 1989 年に法律の制定が行われるようになるまで，ラオス人民革命党の決議と政府の命令や
通達のみに基づいて国の行政を行っていたとされている（Lao PDR. Kasūang-nyu-ti-tham, Ongkān-ai-
nya-kān pasason sung-sut, Sān pasāson sūng-sut, Kasūang-pōngkan kwāmsagop 2009: 4）。




Phak Pasāson Pativat Lāo 2016a: 47-49）。
9 フイの名前の英語表記は，Houy Pholsena であるが，本稿では，ラオス語による表記および発音に従っ
て，フイ・ポンセーナーとする。
10 ラオス通史のほかに，ラオスの国家形成に関する代表的な研究には，内戦期の革命勢力側の組織と活動
について調査した研究（Zasloff 1973），ラオス共産主義運動に関する研究（Brown & Zasloff 1986），ナ
ショナリズム運動に関する研究（菊池 2002），言語ナショナリズムの形成に関する研究（矢野 2013），
















12 本稿の情報は，引用を付した情報のほかは，筆者が 2005 年 3 月および 8 月に行ったフイとのインタ








1955 年に設立した政党であり，1963 年にキニムが暗殺されると消滅した（Stuart-Fox 2001: 217, 271）。
15 ラオス愛国戦線は，革命勢力によって 1950 年に設立された自由ラオス戦線に代わる政治団体として，
1956 年に設立された。革命勢力が政権を獲得後，1979 年 2 月に現在の名称であるラオス国家建設戦線
へと改称された（瀬戸 2003: 102, 103, 115）。
16 スヴァンナプーマーは，ラオス北部のルアンパバーンの王族であり，ラオスで初めて発生したナショ
ナリズム運動（自由ラオス運動）を指揮したペッサラートの弟である。1951 年に首相に就任して以降，
1956 年 11 月の第 1 次連合政府，1960 年の政府，1960 年 8 月のコーンレーによるクーデター後の政府，
1962 年の第二次連合政府，1974 年 4 月の第三次連合政府において首相を務めた。ラオス人民民主共和









が政府要職で活躍している（役職は，2013 年 11 月当時）。
18 第二次世界大戦が勃発して 1940 年 6 月にフランスがドイツに降伏し，同年 9 月に日本がフランス領イ
ンドシナへ軍事進駐すると，タイは，19 世紀後半以降のフランスとの間の領域確定で奪われたと考え
ていた領土の回復に乗り出した。そして，ラオスのサイニャブーリー，チャンパーサックの回復を仏
領インドシナ政府に要求し，拒否されると 1940 年 11 月 28 日にタイと仏領インドシナの間で戦闘が始
まった。1941 年 1 月に日本が介入した東京条約により，2 地域はタイ領に編入された（飯島 1999: 360, 












23 桜井・石澤（1977: 386, 387）。
24 サイゴンを出発した飛行機は，途中，カラチ，カルカッタ，ボンベイ，テヘラン，ベイルート，ローマ
を経由して，二日間でパリに到着した。
25 当時，1 ピエストルは，17 フランス・フランの価値があった。





引退し，2005 年に死去した（Stuart-Fox 2001: 301-304）。
28 桜井・石澤（1977: 387-389）。
29 地上治安維持学科では，地上での治安維持，戦闘，情報，落下傘などの科目を学んだ。
30 拘禁されていたスパーヌヴォンら 15 人のパテート・ラーオ指導者は，1960 年 5 月に逃亡し，パテート・
ラーオの本拠地のサムヌーアに帰還した（Stuart-Fox 1997: 111, 112）。
31 Stuart-Fox（1997: 111）。
32 Stuart-Fox（2001: 80）。
33 Stuart-Fox（1997: 113, 116, 118）。その後，カンカイの政府は，ソ連と中国から承認を得た（Stuart-Fox 
2001: 157）。
34 桜井・石澤（1977: 392, 393）。
35 桜井・石澤（1977: 394-396）。
36 このクーデターは，各国からの承認が得られなかったために失敗した（Stuart-Fox 1997: 132,133）。
37 Stuart-Fox（1997: 146）。
38 タオ・マーがウーアン司令官と対立していたため，タオ・マーをウーアン司令官の監督下に置くために，
司令部をヴィエンチャンに移すよう命じられたためである（Stuart-Fox 2001: 320, 321）。




立された機関であり，1975 年 12 月までラオスで活動を行った（Stuart-Fox 2001: 116）。
41 フイが政治学院で学んだ科目は，憲法，行政法，運輸法，国際組織法，第一次・第二次世界大戦の歴史，
フランスの歴史，ドイツの歴史など，10 以上の科目である。





制定されると国家主席に就任したが，1992 年 11 月に死去した（Stuart-Fox 2001: 143-145）。
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44 再教育キャンプは，最盛期の 1978 年から 1979 年には収容人数が 3 万人にのぼった。1985 年にアムネ
スティーが，6,000 人以上がキャンプに収容されていると報告したが，ラオス政府は労働刑務所である
と主張した（Stuart-Fox 2001: 259, 260）。再教育キャンプは，全国で 7 カ所に設置され，第 01 キャン
プはアッタプー，第 02 キャンプはサヴァンナケート県セーポーン，第 03 キャンプはポンサーリー県，
第 04 キャンプと第 06 キャンプはホアパン県ホエイコット，第 05 キャンプはホアパン県サムタイに設
けられていた。また，第 07 キャンプは刑事事件を犯した者が収容されていた。これらのキャンプは，
1987 年から 1988 年にホアパン県ソッパーンに集められ，ソッパーン建設隊と改称した。
45 瀬戸（2003: 95-97）。
46 瀬戸（2007: 346-349）。
47 ヌーハック・プームサヴァンは，当時，ラオス人民革命党序列第 2 位で，カイソーンの右腕であった人
物である。1989 年の最高人民議会で議長に就任し，カイソーンの死後に国家主席に就任した。1998 年
に国家主席を引退した。（Stuart-Fox 2001: 222, 223）。









50 ラオスに対する主な法整備支援をみると，UNDP は 1992 年から司法省，1996 年からは国会，1999 年
からは最高人民裁判所と最高人民検察庁を中心に支援を行った（UNDP 2003: 8, 33, 54）。2004 年以降は，
司法省を中心に法律・司法分野のマスタープラン制定に関する支援を行った（現地でのインタビュー，
2013 年 9 月）。スウェーデン Sida は，1992 年から官報の出版，弁護士会，裁判官の技術支援を行い，
2000 年からラオス国立大学法政治学部に対する支援を行った（UNDP 2003: 23,34, 74）。この活動は
2010 年に支援が終了し，その後，ルクセンブルグ（LUX Development）が引き継いで支援を行った（現
地でのインタビュー，2013 年 9 月）。日本によるラオスへの法整備支援は，1998 年から法律分野の職員
に対する現地セミナーと日本での研修を実施し，1999 年以降は名古屋大学を中心に法律・司法分野の
職員が留学生として受け入れてられてきた（ダヴォン 2004: 35, 36）。2003 年 5 月から，JICA が司法省，
最高人民裁判所，最高人民検察庁に対して民法教科書，判決起案マニュアル，検察実務マニュアルの作
成を支援し（小宮 2004: 11），2010 年以降は，司法省，最高人民裁判所，最高人民検察庁，ラオス国立
大学法律政治学部の 4 つの機関を対象に，民法，民事訴訟法，刑事訴訟法の基本書の作成，並びに民法
典の起草支援が実施された（渡部ほか . 2010: 1-78）。2014 年にはフェーズ 2 がはじまり，新たに設置さ
れた統一司法研修所への支援が活動に加わった（中村 2014: 7, 8）。そして，2018 年 7 月には，「法の支
配発展促進プロジェクト」として，フェーズ 1，フェーズ 2 で蓄積した法的能力を高め，知識を普及さ
せるためのプロジェクトが開始された（伊藤 2018: 25）。
51 瀬戸（2010: 287, 288）。
52 この立法支援は，UNDP が資金を提供し，世界銀行が企画し，ハーバード大学法学部国際金融機関プ
ログラムを実施団体として行われ，1991 年から 1994 年までの第 1 フェーズと第 2 フェーズにおいて，
ラオス政府の要望に従って，経済，金融，ビジネス分野の法律起草に関わる法律家への支援が行われた
（UNDP 1997: 18）。
53 Lao PDR. Kasūang-nyu-ti-tham, Ongkān-ai-nya-kān pasason sung-sut, Sān pasāson sūng-sut, Kasūang-
pōngkan kwāmsagop（2009: 33）.
54 ラオスの法学教育の現状と問題点については，拙稿（瀬戸 2002, 2010）を参照のこと。










ある（役職は，2013 年 11 月当時）。
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